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山﨑　善弘
　○非常時の情報伝達手段とその訓練
　○敬老祝金支給制度の見直し
　○住民票、印鑑証明書等の時間外、休日発行

荘子　敏一
　○松伏町と大学の連携を充実させよ
　○健康づくり事業を全町あげてのムーブメントに成
　　長させたらどうか

川上　力
　○災害対策について　○町の活性化について
　○福祉政策について
　○各種行財政サービスの進捗状況について
　○学校の安全対策について

堀越　利雄
　○会田町政の２期目について
　○多目的展示室の設置

広沢　文隆
　○かるがもセンター通所者の送迎
　○Ｂ＆Ｇ体育館「施設と利用」の改善
　○ゆめみ野４丁目角から「たから幼稚園」方面に渡
　　る安全対策を
　○災害時「要援護者」登録申請書は「個人情報」を
　　守れるのか。

松岡　高志 
　○町の公的機関の「お知らせ」をホームページで見
　　ることができるようにすべき
　○太陽光発電で町の収入を増やせないか
　○地区の青少年健全育成の課題解決について
　○町は情報弱者にICTの基礎教育の場を提供すべき

福井　和義
　○全国学力テストに積極的に参加せよ
　○安心安全な町づくり

鈴木　勉
　○松伏小学校の大規模校の解消に向けた新設小学校
　　の建設と遠距離通学対策について
　○吉川松伏消防組合の不公正・不合理な負担金割合
　　の是正について 
　○婚活支援事業の実施について

佐々木ひろ子
　○ＤＶ対策について　○子育て環境の整備
　○子供行政の一元化を図れ
　○学校施設の老朽化対策 
　○男性介護者に対する支援

吉田　俊一
　○子どもの医療費助成制度の拡大について
　○高齢者むけ肺炎球菌ワクチン予防接種への助成制
　　度の実施を

長谷川　真也
　○町内建設業者入札について
　○排水路本下水について
　○町内を盛り上げているイベント等に助成を

鈴木　勝
　○浄化槽法定点検の実施について
　○住民との協働のまちづくり

12
議
員
が
町
の
考
え
を
問
う

一般質問の会議録全文は
町のホームページから検索できます

一　般　質　問　の　主　題

問

答

問
答
　

　

問
答

防災行政無線を取り扱うために必要な資格を持っ
ている職員は何人で、どう訓練を実施しているか。
総務課長　陸上特殊無線技士の資格を取得してい
る職員は５名で、町では携帯無線機を10台保有し
ている。避難所は18箇所あり、災害対策本部の職
員以外に最低10名の有資格者が必要だ。今後毎年
２名程度の職員に取得させる。
本年2月に職員非常参集訓練を実施し、防災行政
無線の携帯無線機で役場と避難所間の通信訓練を
実施した。11月にも町の防災訓練で実施した。

９月６日築比地地域の落雷停電にどう対応したか。
総務課長　ゲリラ豪雨と落雷により約2時間停電
した。信号機が停電し吉川警察が手信号を行った。
町は、公用車でパトロールし、ホームページで情
報提供した。今後は、住民不安解消のため関係機
関と連絡を密にし、適切かつ迅速に情報提供に務
める。

敬老祝金支給制度の見直しをどう考えているか。
町長　高齢者の人口に占める割合が変っている

問
答

が、敬老祝金制度は残して、年長者を敬う心を育て
る意味からも時代にあったように見直しが必要だ。

住民票等の時間外、休日発行を実施できないか。
住民ほけん課長　住民票等休日、時間外発行の要
望が多いことを認識している。自動交付機の設置、
コンビニ交付等の方法があるが、費用負担、社会
情勢を踏まえつつ、町民のニーズを最優先に検討
する。

　山﨑　善弘（新自民クラブ）
Q
A
防災用携帯無線機数と資格者数は

避難所 18無線機 10資格者 5

老朽化した防災行政無線
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問
答

問
答

答

問
答

問
答

問

大学と地域連携協定を結んでこなかった理由。
企画財政課長　協定を結ばなくても、町、大学双
方に支障がなかった。

大学と連携協定の折衝をしたことは無いのか。
企画財政課長　過去、教育委員会で話し合った経
過がある。
教育文化振興課長　聖徳大学から強い申し入れが
あったが協定には至らなかった。

まちづくり全般を大学と協力したらどうか。
企画財政課長　町側で必要とする分野、大学の専
門とする分野を考慮し整理していく。

個別の事業は連携できるのか。
企画財政課長　聖徳大学、大正大学との連携は、
これまでも大きな実績、成果を挙げてきたので、
引き続き連携していく。

大正大学と連携を強固にするためにも連携協定を
結ぶべきだし、多様な連携をするべきである。

答

 
 

問
答

企画財政課長　大学側は、文部科学省が発表した
「大学改革実行プラン」に沿った地域との連携強
化を図ろうとする動きが予想される。今後の動向
を注視しながら対応する。

大正大学とはどこまで話が進んでいるのか。
教育文化振興課長　グランドとサブグランドの利
用を協議していて、最終回答を待っている。

　荘子としかず（新自民クラブ）
Q
A
まちづくり全般で大学と連携せよ

今後の動向を注視して対応する

地域住民に開放している会議室とロビー（大正大学巣鴨校舎）

介護保険の受領委任払い制度の早期実施を。
住民ほけん課長　住宅改修、福祉用具購入におけ
る受領委任払いは、地域の実状や町民の利便性を
考えると受領委任払いを実施することは必要だ。
現在、すでに実施している近隣自治体の実施方法
や制度の導入に係る費用を調査している。この調
査結果を踏まえて、平成25年度での実施に向けて
取り組んでいく。

障がい者優先調達推進法を踏まえた取り組みを。
福祉健康課長　平成25年度予算の中で優先して調
達できる物品やサービスについて関係課と調整を
図り進めていきたいと考える。また、障がい者等
への直接的支援として、公共施設の使用料減免の
実施をしていきたいと考える。

自治会の清掃活動などボランティアを支援する保
険加入を。
総務課長　町は、このようなボランティア活動に
参加する皆様が安心して活動できるよう、平成25
年度には近隣市と同様に補償制度を導入していき

問
答

たいと考えている。

B級グルメで「まちおこし」を。
環境経済課長　町民祭りでB級グルメコンテスト
開催なども含めて、松伏町にふさわい地域振興や

「まちおこし」の材料や手法を検討する。

問
答

問
答

問

答

　川上　力（公明党）
Q
A
福祉と住民サービスの充実を

受領委任払いを実施する
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問

答

問

答
　

　
問

選択と集中を掲げた施政方針は、学校設備の耐震
化促進など一定の成果をあげている。２期目の成
果は。
町長　職員には施策が説明できる透明性の確保を
徹底させた。成果としては、学校体育館の改築や
耐震化、子育て支援センターの開設を行い、待機
児童の解消で現在は待機児童がゼロになった。ま
た、東埼玉道路の開通に向けて早期実現に取組ん
でいる。

来年５月には町長選挙がある。しかし、当町が大
きく変わったという実感がない。大胆なグランド
デザインを描き、実行する姿勢が必要ではないか。
３期目の町長選挙出馬の有無は。
町長　引続き担わせていただきたいと考えてい
る。

町内文化活動の発表場所について、参加者からも
っと広いスペースや明るい照明設備を求める声が
ある。施設の一室を全面改装できないか。

答 教育文化振興課長　視聴覚室は展示スペースとし
て26日間の利用がある。中央公民館では201、
202号室を展示スペースとして利用できる。赤岩
公民館での展示スペースについては今後検討して
行きたい。

　堀越　利雄（町民クラブ）
Q
A
町長選挙３期目の出馬は

町政３期目を担い、まい進したい

町役場庁舎

ゆめみ野４丁目角の安全対策

問

答

問

答

問

バドミントンコートを「３本川」の３面コートか
ら、間に一つ増やし、４面コートにすべきだ。
教育文化振興課長　バドミントンコートのライン
を利用する競技にはインディアカ、ビーチバレー
ボール、ミニテニス、ソフトバレーボールなどの
種目がある。競技関係者の意見も参考にバドミン
トンコートのラインを改善したい。

卓球場周囲の壁を卓球の球が見やすいようカーテ
ンやペンキ塗装で黒系統の色にすべきだ。
教育文化振興課長　指摘のとおり、壁の塗り替え
か、カーテン等を施すなどの対応を実施する。

交通状況の実態調査をした。特に朝の７時〜８時
30分、自動車・バイク・自転車など総数1701台

（3.2秒に１台）、そのうち右左折が149台。この
間を中学生などを含め266人が歩行した。危険な
交差点だ。特別な安全対策が必要だ。

答 まちづくり整備課長　今後も、吉川警察署に信号
機および横断歩道の設置を要望していく。

その他の質問
　①かるがもセンター通所者の送迎
　②災害時「要援護者」登録の申請書は「個人情報」
　　を守れるのか。

　広沢　文隆（日本共産党）
Q
A
B&G体育館アリーナの改善

バドミントンと卓球に対応したい



町は情報弱者にパソコンなど、ICTの基礎教育の
場を提供すべきだが、どのように考えるか。
教育文化振興課長　学校の先生の協力のもと、町
内の小中学校で学校開放講座としてパソコン教室
を実施している。今後は教室の定員や回数を増や
し、SNSの基礎研修等の開催も検討する。

問
　
　
　
　
　
　
　

　
答
　
　
　
　
　

　
問
　

北風の吹く寒い夜、急病で救急車の出動をお願い
した。救急車のサイレンは近くに聞こえたが、な
かなか家の前に来ない。救急車は道路が狭くて、
家の前まで接近することができず、担架に乗せて
運ぶことになった。長い距離を担架で運ぶことは、
重病人にとって危険である。町は道路幅を広げた
り、木の枝の伐採等を行い、安心安全な町道の管
理を行う責任がある。
狭隘道路をどのように管理しているのか。
まちづくり整備課長　町では町道について道路管
理台帳を作成して管理している。また、定期的な
目視による道路パトロールの実施や近隣住民から
の通報により、私有地内樹木の道路越境、路面の
劣化、穴などが発見された場合には、順次修繕を
行なっている。

平成24年度全国学力テストは、小学校６年生及び
中学校３年生を対象に実施された。
全国学力テストは、義務教育の機会均等とその水
準の維持向上の観点から、児童生徒の学力を把握、
分析して、改善を図るものである。この様な有意

答
義な学力テストに積極的に参加すべきである。
教育総務課長　全国学力テストは、児童生徒の学
力や学習状況の傾向を把握し、そこから見えてく
る課題を明らかにする。また、全国学力テストは、
各学校の指導法の工夫や改善を図り、教育に関す
る検証改善サイクルの確立になると考えている。

　福井　和義（新政クラブ）
Q
A
安心安全な町づくり

道路管理台帳で管理している

救急車が通れない狭隘道路

問
　

　
答
　

問
　

答

問
　
答

地域包括支援センターなど、町公的機関の「お知
らせ」をホームページで閲覧とプリントができる
ようにするべきだ。
総務課長　地域包括支援センターの業務内容は掲
載した。町からの催し、お知らせなどの情報につ
いてはトップページに移動するなど、ホームペー
ジの特性を生かし、積極的に情報発信する。

松伏町でも新たな収入源、経費削減、災害時の電
源確保のため、公的施設などで太陽光発電ができ
ないか。
町長　太陽光発電は金杉小学校で教育のため設置
している。遊休地利用や施設の応急的電力確保で
の推進はあるが、太陽光発電で利益を得ようとは
考えていない。

地区の青少年健全育成の活動は機材の老朽化など
で存続の負担が大きくなっているが、町の考えは。
福祉健康課長　自治会での地域活動や協働による
まちづくりの一環として活動をお願いしたい。
尚、カセットテープの録音は個別に対応していく。

問
　
答

　松岡たかし（新自民クラブ）
Q
A
太陽光発電で町の収入増を
取組み可能であれば研究する
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太陽光 10kw以上 10kw未満 10kw未満
（ダブル発電）

調達価格 42円 42円 34円
調達期間 20年間 10年間 10年間

水力 1,000kw以上
30,000kw未満

200kw以上
1,000kw未満 200kw未満

調達価格 25.2円 30.45円 35.7円
調達期間 20年間 20年間 20年間

風力 20kw以上 20kw未満

調達価格 23.1円 57.75円
調達期間 20年間 20年間

固定価格買取制度による調達価格（2012年度）と調達期間

出 典 ： 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁



問
　

　

　

　
　
答
　
　

　
問

答

松伏小学校は、10月現在児童数1094名、通常学
級31クラスで依然として県内屈指の大規模マンモ
ス校である。今後、児童数の減少は予測されるが
大規模校を解消するほどまでに減少しない。新設
小学校は、平成15年度に教育委員会の方針として

「必要不可欠」と決めている。教育委員会は、現
状をどのように認識し、実現のために努力してき
たのか。
教育総務課長　教育環境の改善は、重要な課題で
あり、新設小学校の建設は必要なことと考えてい
るが、相当な財政負担があり財政状況が好転しな
い限り「建設凍結」の解除は難しい。児童数は、
減少傾向にある。平成21年度に松伏小の体育館、
プール、多目的教室を新設しており、教育環境の
改善、向上が着実に図られている。

新設小学校は、７年前の町長選挙の公約でもあっ
たが、実現していないことを町長はどのように考
えているか。
町長　議会から一定の理解が得られていると思
う。選挙で訴えた新設小学校を速やかに建設する

方針で検討したが、少子高齢化に向かって将来支
出が増えることから、財政的に厳しいと判断し凍
結した。体育館、プール、特別教室等を建て替え
て改善をはかった。他校と比べて児童一人を基準
にすれば、何ら不利益は生じてない。

　鈴木　勉（新政クラブ）
Q
A
マンモス校解消へ小学校新設せよ

体育館等の改築で改善はかった

問
　    

　
答
　

　
　
問

答

問

答

問

答

子供、子育て関連３法の成立により、保育所、幼
稚園、認定こども園の拡充など子育て環境の充実
をめざすが、町は重要な役目を担う。
福祉健康課長　H27年度事業計画実施のために来
年度、子ども、子育て会議と調査をするために必
要な予算を組む。

教育委員会に子育て支援課を！教育や子育ては子
供が生まれ自立するまでと決めて、窓口の一本化
を図って町が責任もって育ててはどうか。
企画財政課長　今後の国の流れの中で見直しを行
うことがあるので注視する。

DV夫と別れたくても経済的理由により自立でき
ないために我慢を強いられる。自立支援策を創っ
てほしい。
企画財政課長　県の制度をよく調査する。

男性は家事に慣れていない場合があるので男性介
護者に支援をするべきである。
住民ほけん課長　「介護マーク」を作った。全体

　

問

答

の中で支援する。

子ども行政の一元化を！
学校施設の等級化対策は「事後保全管理型」から

「予防保全型管理」へ計画的に行え。
教育総務課長　計画を策定し長寿命化を図ってい
く。

　佐々木ひろ子（公明党）
Q
A
総合的な子ども、子育て支援を実施

会議の設置と調査を実施する

県内屈指のマンモス校・児童数約1100名の松伏小学校
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証を渡せている。

毎年、申請と認定・確認を繰返す制度は不合理で
ある。無料制度は子どもを中心にし、税の滞納問
題は税務課での業務に集中させるべきでないか。
町長　問題はない。

問
　

　

答
　

問
　

　

答

10月から開始された、小中学生の通院医療費無料
化は子どもをもつ住民から「早く実施を」と待た
れていた事業である。しかし、町税等の滞納がな
いことを条件とするため、申請と確認手続が行わ
れている。手続きの状況はどうなっているか。
福祉健康課長　対象2007世帯2914人のうち193
5世帯から申請があり、滞納がなく1791世帯が認
定された。前年に滞納がある方は支給停止だが、
申立て（税の完納・納税相談実施）の通知を送り
57世帯から申立てがされ窓口で対応し受給資格を
認めた。合わせて1848世帯受給資格証を渡した。

８％の世帯の子どもたちには受給資格証がわたっ
ていない。事情があり税の滞納がある人、行政手
続きに不慣れでぎりぎりまで窓口へ相談に来れな
い人がいるはず。親の事情で子どもが医者にかか
りにくい状況をつくる制度はやめ、一律に小学校
に入学したら中学卒業まで無料化する子どもを中
心にした制度にするべきではないか。
福祉健康課長　税の公平性を保つため必要な手続
きである。申立てをされた方は、全員に受給資格

問
　

答

　吉田　俊一（日本共産党）
Q
A
子ども中心の医療費無料制度に

税負担の公平性を確保している

下流部分のゴミ

　長谷川　真也（町民クラブ）
Q
A
町内建設業者に優先的に仕事を

公平に実施している
収集部分をつくり町が責任を持って清掃すべき
だ。
まちづくり整備課長　大きな排水路は流下能力も
あり泥などは溜まりにくくなっている。収集部分
を設けるには土地の確保の課題もあり定期的に調
査し、必要個所は清掃する。

自治会などの夏祭りに助成をしてほしい。
総務課長　地域自治会振興策として研究する。

問
　

 
答
　

問

答

町の建設業者は、日ごろの町内行事や防災協定等
でも町に大変貢献している。降雪時も建設機器を
使い町のために尽力している。競争入札の際に町
は、最低金額を公開しているのはその金額を決め
ているようなものだ。
企画財政課長　町の建設業の登録は17社でその
内、応急対応活動協力に関する協定は７社。入札
の分類は土木一式で17社、そのうち、全格付で
12社で災害協定は６社。舗装分野は全17社で全
格付で11社。災害協定は７社。入札は規定により
決定し参加できる。透明性、公平性、競争性、経
済性を高めている。

排水路は、各自治会が清掃している。調整区域
の下流や合流部分に問題が発生している。改善
せよ。
まちづくり整備課長　問題個所の改善策として、
排水路の末端の改修や断面不足の側溝の入れ替
え、バイパス管の設置などを検討する。

問

答

問
答

排水路を整備せよ
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医療費無料化・小中学生通院分の申請手続き状況

内訳

子ども医療費受給資格証をもらった人　①②…1848世帯　2704人
子ども医療費受給資格証をもらっていない人　③④…159世帯　210人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（世帯数　８％、人数　７％）　

（平成24年11月26日調べ） 　　
対　象 2007世帯 2914人
申請済 1935世帯 2820人
未申請 　  72世帯 　 94人

申請済
認定 1791世帯 　2616人 ①

支給停止 申立てにより認定 　 57世帯 　　 88人 ②
申立てなし 　 87世帯 　  116人 ③

未申請	 　 72世帯 　　 94人 ④



問

答

問

答

10月下旬に町から浄化槽法定検査のお願いの案内
が来た。なぜ、今年から始まったのか。
環境経済課長　平成25年より県の浄化槽に関する
権限が町に全面移管される。「川のまるごと再生
プロジェクト」のような取り組みも始まっている。

「清流の復活」をスローガンとして、水質向上の
取り組みを強化した。

松伏町に暮らし、この町が楽しく、他の市町に自
慢の持てる街でありたい。町民のアイデアを生か
した楽しい街づくりに補助金制度を制定せよ。
企画財政課長　町民と行政のパートナーシップの
確立を目指し、自治会や各種団体と「協働のまち
づくり」を進めている。町民の皆様からの企画力
を存分に発揮していただくため、助成金制度の創
設のほか、最も効率的な仕組みづくりについて検
討していきたいと考えている。

問

答

第５次総合計画の作成にワークショップ方式を導
入せよ。
企画財政課長　公募による委員には大学生２名が
選出されている。さまざまな世代の方々から意見
をいただき計画作成を進めていく。
　今後も町民懇話会、総合振興計画審議会、パブ
リックコメントを進め町民の意見を聴収し作成を
進めていく。

　鈴木　勝（町民クラブ）
Q
A
浄化槽法定検査は

使用されている方の義務です

住民との協働のまちづくりについて

　議会活性化へ議論スタート!!

議会活性化特別委員会

　基本方針
①　適切な行政の監視評価
②　町民本位の政策立案提言
③　町民に開かれた議会
④　公平公正な議会運営
⑤　議員力、議会力の強化
⑥　継続的な改革の推進
　
調査研究項目
Ａ　審議会・協議会等（町長諮問機関）への
　　参加見直し
Ｂ　政務調査費の公開
Ｃ　議会災害対策

荘子敏一･鈴木勝･高橋昭男
佐々木ひろ子○吉田俊一◎山㟢善弘･佐藤永子

＜◎委員長　○副委員長＞
まつぶし議会だより　第 80号／平成 25年 1月 29日／／／　11




